
平成™™年š月š˜日 水曜日 (号外第�Ÿ号)官 報
〇
国
土
交
通
省
告
示
第
二
百
八
十
五
号

地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二

十
三
号
）附
則
第
七
条
第
十
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、

平
成
二
十
年
国
土
交
通
省
告
示
第
五
百
十
六
号
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

国
土
交
通
大
臣

前
原

誠
司

「
附
則
第
七
条
第
八
項
第
二
号
」
を
「
附
則
第
七
条
第

十
項
第
二
号
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

〇
国
土
交
通
省
告
示
第
二
百
八
十
六
号

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
四

十
三
号
）
第
二
十
六
条
第
二
十
二
項
第
六
号
、
同
令
第
二

十
六
条
の
四
第
七
項
及
び
同
条
第
十
八
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
平
成
二
十
年
国
土
交
通
省
告
示
第
五
百
十
三
号
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

国
土
交
通
大
臣

前
原

誠
司

「
第
二
十
六
条
第
二
十
一
項
第
六
号
」
を
「
第
二
十
六

条
第
二
十
二
項
第
六
号
」
に
、「
第
二
十
六
条
第
二
十
二

項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
同
条
第
二
十
一
項
第

六
号
」
を
「
第
二
十
六
条
第
二
十
三
項
の
規
定
に
よ
り
読

み
替
え
ら
れ
た
同
条
第
二
十
二
項
第
六
号
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
三
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

〇
国
土
交
通
省
告
示
第
二
百
八
十
七
号

空
港
整
備
法
及
び
航
空
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
平
成
二
十
年
法
律
第
七
十
五
号
）
附
則
第
五
条
の
規
定

に
基
づ
き
、
平
成
二
十
二
年
度
の
空
港
法
（
昭
和
三
十
一

年
法
律
第
八
十
号
）
第
四
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
空

港
で
あ
っ
て
空
港
整
備
法
及
び
航
空
法
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
の
施
行
の
際
現
に
同
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改

正
前
の
空
港
整
備
法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
の
政
令
で
定

め
て
い
る
も
の
に
お
け
る
空
港
法
第
六
条
第
一
項
の
工
事

で
あ
っ
て
地
震
に
対
す
る
安
全
性
の
向
上
そ
の
他
の
当
該

空
港
の
機
能
の
向
上
に
資
す
る
も
の
を
定
め
る
告
示
を
次

の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

国
土
交
通
大
臣

前
原

誠
司

平
成
二
十
二
年
度
の
空
港
法
第
四
条
第
一
項
第
五

号
に
掲
げ
る
空
港
で
あ
っ
て
空
港
整
備
法
及
び
航

空
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
際
現
に

同
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
空
港
整
備

法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
の
政
令
で
定
め
て
い
る

も
の
に
お
け
る
空
港
法
第
六
条
第
一
項
の
工
事
で

あ
っ
て
地
震
に
対
す
る
安
全
性
の
向
上
そ
の
他
の

当
該
空
港
の
機
能
の
向
上
に
資
す
る
も
の
を
定
め

る
告
示

平
成
二
十
二
年
度
の
空
港
法
（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第

八
十
号
）
第
四
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
空
港
で
あ
っ

て
空
港
整
備
法
及
び
航
空
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
平
成
二
十
年
法
律
第
七
十
五
号
）
の
施
行
の
際
現
に
同

法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
空
港
整
備
法
第
二
条

第
一
項
第
一
号
の
政
令
で
定
め
て
い
る
も
の
に
お
け
る
空

港
法
第
六
条
第
一
項
の
工
事
で
あ
っ
て
地
震
に
対
す
る
安

全
性
の
向
上
そ
の
他
の
当
該
空
港
の
機
能
の
向
上
に
資
す

る
も
の
は
、
滑
走
路
、
着
陸
帯
、
誘
導
路
若
し
く
は
照
明

施
設
の
改
良
又
は
空
港
用
地
の
整
備
の
工
事
の
う
ち
地
震

に
対
す
る
安
全
性
の
向
上
を
目
的
と
す
る
も
の
と
す
る
。

〇
国
土
交
通
省
告
示
第
二
百
八
十
八
号

鹿
児
島
空
港
の
施
設
に
つ
い
て
告
示
し
た
事
項
に
変
更
を
加
え
た
の
で
、
航
空
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
三

十
一
号
）
第
五
十
五
条
の
二
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
四
十
条
及
び
第
四
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の

と
お
り
告
示
す
る
。

平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

国
土
交
通
大
臣

前
原

誠
司

一

設
置
者
の
氏
名
及
び
住
所

国
土
交
通
大
臣

東
京
都
千
代
田
区
霞
が
関
二
丁
目
一
番
三
号

二

空
港
の
名
称
及
び
位
置

鹿
児
島
空
港

鹿
児
島
県
霧
島
市

三

変
更
し
た
事
項
（
変
更
前
の
事
項
に
つ
い
て
は
、
平
成
九
年
運
輸
省
告
示
第
三
百
三
十
二
号
を
参
照
。）

イ

空
港
の
範
囲

別
図
の
う
ち
、
一
点
鎖
線
で
囲
ま
れ
た
部
分

ロ

空
港
の
総
面
積

百
八
十
七
万
七
千
百
四
平
方
メ
ー
ト
ル

四

空
港
の
範
囲
を
示
す
詳
細
図
を
霧
島
市
役
所
及
び
大
阪
航
空
局
鹿
児
島
空
港
事
務
所
に
お
い
て
縦
覧
に
供
す
る
。
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